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新 材料の再資源化技術事典

　生活水準の向上や世界的な経済の拡大やグローバル化が急速に進

み、地球資源の枯渇が将来の産業の発展に大きな問題であることが

指摘されている。特に資源の有効的な活用に関する再資源化技術、リ

サクル技術は多くの人々の関心を呼び、関連する新しい技術が盛んに

展開されている。対象となる資源は材料の種類や製品の種類によって

も異なり、その対応もさまざまである。本書は、再資源化の現状と、関

連する基礎技術、事例、関連法規などについて、現場を熟知する112名

の専門家の協力により、集大成としてまとめられたものである。 
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〔 刊 行 の 趣 旨 〕

我々人間の生活水準の向上や人口の増加などが急速に進む中で、世界経済のグローバル化
やその拡大といった現象が急速に進み、産業界の動きや形態にも大きな変化を生じている。
それに伴い地球環境も急速な産業の発展によりもはや自然の浄化機能には任せておけない厳
しい状況に陥ってきている。またそれに加え大量に使用されてきた地球資源が急速な枯渇を
招き地球環境の汚染と言った大きな環境問題を引き起こしている。このような状況の変化を
受けて、将来の産業界の発展にも大きな改革が迫らており、大量生産の大量消費といった形
にも大きな陰りが見えてきた。

そのような状況の中で地球上の貴重な資源の有効的活用や環境問題に対する対応などが、
主要国の各首脳陣により厳しい議論が戦わされている。そこには世界各国の産業界の活性化
による大量生産による大量消費の弊害などもあり、それに加え世界人口の増加による物資の
交流の増加がこのような問題を加速させている。こうした多くの問題は我々人間の生活過程
の中で招いたものであり、今や資源の有効的な活用と環境の整備といった問題は、これを急
速に解決していかなければならない重要な問題である。特に 21 世紀に入って資源の有効的な
活用に関する再資源化技術、リサイクル技術などは、過去にはなかった新しい技術であり多
くの人々が強い関心を持っている。このような地球上の資源に対する大きな動きの中で、世
界中の技術者がこの資源の有効的活用と再資源化などに関する新しい技術展開に果敢に挑戦
しているのである。

本書はこのような状況を踏まえて、最新の再資源化技術、リサイクル技術についてその現
状を捉え、これを精査し収集したものであり、関連の基本的技術に加え資源の活用といった
新規の分野へ新しい展開を企画したものである。対象となる資源の再利用化技術は、当然、
材料の種類や製品の種類などによっても大きく異なるし、産業分野や地域などの状況によっ
てもその対応はさまざまである。ここでは我が国における関連技術の展開をはじめ、欧米諸
国などの動向なども踏まえ、多くの専門方々のご協力により資源の有効的な活用を探るリサ
イクル技術に関する集大成版として本書の出版を企画したものである。

最近では特に製品別の実際的な事例など様々な再資源化の手法が繰り広げられており、そ
の内容もかなり充実したものとなって、その整備も盛んに進められている。また再資源化関
連では環境関連との関わりが深く、強いことなどが、このような問題の複雑さと難しさであ
る。またそれに加え各製品別の法規なども新規に制定されているので、そのような関係など
の情報についてもできる限り収集したつもりである。

本書はこのような趣旨に従い、資源の活用、再資源化などのリサイクル関連の技術に携わ
る多くの方々の新規事業の展開にお役に立てられるように十分な配慮をしたものと自負して
いる。したがって、資源有効利用や環境の整備に携わる多くの技術者、研究者の皆さま方に
は本書の有効的なご利用をいただき、技術の発展及び事業の展開に、ご活用されることを心
より願うものである。

宮入　裕夫
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